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構（以下 JST という）の前身である科学技術振興事業団が 1996 年から開始した「地域研究開発促進拠点
支援事業」（以下「RSP 事業」という）であったが，本格的に配置が進んだのは「第二期科学技術基本計



































































特記無い場合 2008 年のデータ。 
 














































第５章 支援人材を活用したギャップファンド－「シーズ発掘試験 A（発掘型）」を事例として 















ステップワイズ法（変数投入 p < .05，変数除去 p > .１）による重回帰分析を行い，３つの説明変数によ





ズ法（変数投入 p < .05，変数除去 p > .１）による重回帰分析を行った。これによって JST の地域拠点の
管轄地域を反映した場合との比較を行うことができる。結果として３説明変数による重回帰式が得られた。











 JST 地域拠点の有無 




特記無い場合 2009 年のデータ。 
 
 































































（OJT：On the Job Training）が支援人材育成の中核となる。しかし各機関当たりの支援人材配置数は少
なく有効な OJT を実施することは難しい状況にある。これを解決するためには支援人材育成制度の整備が
必要である。日本では JST などを中心に 10 年間に渡って様々な育成講座が開催されてきており一定の成
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とを指摘し、支援人材の評価は産学官連携当事者の「顧客満足度」によって評価されるべきであると
した。最後に産学官連携に関わる暗黙知を蓄積している支援人材を政策策定プロセスに生かすため、
今後は支援人材が政策提言能力を獲得すべきであることを指摘した。 
ネットワーク分析における質的要因の検討が足りなかったこと、重回帰分析に用いたデータの制約
があったことなど、限られた議論内容もあるが、これらの定量的、定性的な実証分析の結果は、今後
の産学官連携研究において参考になる貴重な内容であり、未開拓分野の研究成果としても評価できる。
さらに、本論文の執筆者は、すでに大学現場の産学連携分野において専門教員として活躍しており、
自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有することを示している。よって、本論文
は、博士（学術）の学位論文として合格と認める。 
